
基安安発 0424 第 5 号 

平成 26 年 4 月 24 日 

 
都道府県労働局 

労働基準部長 殿 
 

厚生労働省労働基準局   
安全衛生部安全課長  

（契印省略）   
 
 

車両系建設機械（解体用）運転技能特例講習 

の受講促進のための指導について 

 

 

標記については、平成 25 年６月３日付け基安発 0603 第 2 号「解体用機械等の

安全対策の充実事項の周知等について」をもって関係事業者等への車両系建設機

械（解体用）に係る改正省令及び改正告示の内容の周知及び履行の徹底並びによ

り充実した安全対策への取組が進むよう周知を図ることが厚生労働省労働基準局

安全衛生部長より指示されているところであるが、技能特例講習の受講対象者へ

の猶与措置の期間が平成 26 年６月 30 日までであることから、別添１のとおり指

定講習関係団体に要請するとともに、別添２のとおり建設業関係団体に要請した

ので、了知の上、下記に留意し、積極的な指導を図られたい。 

 

 

記 

 

１ 技能特例講習の対象者への周知啓発 

個別指導、集団指導等の機会を捉えて別紙１及び２の周知広報資料を活用し

て早期受講を指導すること。 

 

２ 受講機会の確保 

管下の指定機関への技能特例講習の申込み状況を確認し、猶与期間の終了間

近の平成26年６月に受講希望者が集中した際にできるだけ対応できるよう当該

指定機関に要請すること。 

 



 別添１  

基安安発 0424 第 3 号 
平成 26 年 4 月 24 日 

 
建設業労働災害防止協会事務局長 殿 
一般社団法人全国登録教習機関協会専務理事 殿 

 
厚生労働省労働基準局   
安全衛生部安全課長  

（契印省略）   
 

 

車両系建設機械（解体用）運転技能特例講習 

の受講促進等について（要請） 

 

 

標記については、平成 25 年６月３日付け基安発 0603 第１号「解体用機械等の

安全対策の充実事項の周知等について」をもって会員等への車両系建設機械（解

体用）運転技能特例講習（以下「技能特例講習」という。）の受講機会確保の重要

性の周知啓発及び技能特例講習対象者への早期受講の周知啓発が厚生労働省労働

基準局安全衛生部長より依頼されているところですが、技能特例講習の受講対象

者への猶与措置の期間が平成 26 年６月 30 日までであることから、下記に留意の

上、対象者に対する技能特例講習の受講促進のための周知啓発及び受講機会の確

保に積極的に取り組んでくださいますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 技能特例講習の対象者への周知啓発 

会員を通じて別紙１及び２の周知広報資料を活用して早期受講の周知啓発を

実施すること。 

 

２ 受講機会の確保 

技能特例講習への申込み状況を勘案しつつ、猶与期間の終了間近の平成 26 年

６月に受講希望者が集中した際にできるだけ対応できるよう体制を整備してお

くこと。 

 



 別添２  

基安安発 0424 第 4 号 
平成 26 年 4 月 24 日 

 
公益社団法人全国解体工事業団体連合会理事 殿 
一般社団法人全国建設業協会専務理事 殿 
公益社団法人全国産業廃棄物連合会専務理事 殿 
一般社団法人日本機械土工協会常務理事 殿 
一般社団法人日本建設業連合会専務理事 殿 
 

厚生労働省労働基準局   
安全衛生部安全課長  

 

 

車両系建設機械（解体用）運転技能特例講習 

の受講促進について（要請） 

 

 

標記については、ブレーカに係る技能講習の修了者、鉄骨切断機等の運転業務

経験が平成 25 年７月１日現在で６ヵ月以上の者については、平成 25 年７月１日

の改正労働安全衛生規則の施行後、１年間は引き続き鉄骨切断機等の運転業務に

従事することができますが、この猶与措置の期限は平成 26 年６月 30 日までであ

り、平成 26 年７月１日以降は、技能特例講習を修了しないと鉄骨切断機等の運転

の業務に就くことができなくなります。 

ついては、別紙１及び２の周知広報資料を活用する等により、対象者に対する

技能特例講習の早期受講のための周知啓発に積極的に取り組んでくださいますよ

うお願いいたします。 

 



鉄骨切断機等の運転は、その機体重量、運転実務経験等に応じて技能講習、
技能特例講習又は特別教育の受講が必要です

技能特例講習
を修了せず３ﾄﾝ

車両系建設機械（解体用）
（ブレ カ）運転技能講習

平成26年6月30日ま
で（施行後1年間）に

技能特例講習の受講対象者

を修了せず３ﾄﾝ
以上の機械を
運転している

拡充された部分
の特別教育を
受講せず３ﾄﾝ未
満の機械を運
転し る

（ブレーカ）運転技能講習
を修了している

車両系建設機械（整地・運
搬・積込み用及び掘削用）
運転技能講習を修了して
いる

６カ月
以上
の運
転経
験有

で（施行後1年間）に

早めに技能特例講習
を受講させてください

平成26年6月30日ま

でに早めに技能特例
講習又は拡充された
部分の特別教育を実
施 くださ

次の場合は、事業者は直ちに、次の講習を受講させること
又は事業者自らが特別教育を実施することが必要です！

改正規程 第 条

転している運転技能講習の修了なし
験有

施してください

車両系建設機械（整地等）
運転技能講習を修了して
いる

運転技能講習の修了なし

追加された
３機種で６
カ月未満の
運転経験し
かない

技能講習
を修了せ
ず３ﾄﾝ以
上の機械
を運転し
ている

改正規程（※）第４条
第１項に基づく特例
の短縮講習（５時間）
を直ちに受講させてく
ださい

改正規程（※）第２条
に基づくフルの講習基 く ルの講習
（38時間）を直ちに受
講させてください

ブレーカに係る特別教育
を受講している

拡充された部分の特別教育を
受講させず３ﾄﾝ未満の機械を
運転させている

直ちに拡充された部
分の特別教育を実施
してください

ブレーカに係る特別教育
を受講していない

拡充された特別教育を受講さ
せず３ﾄﾝ未満の機械を運転さ
せている

直ちに鉄骨切断機等
に係る特別教育を実
施してください

御社の従業員が受講すべき技能特例講習、技能講習又は特別教育の種
類に は ペ ジを参照し くださ また 最寄り 都道府県類については、３、４ページを参照してください。また、最寄りの都道府県
労働局、労働基準監督署又は登録教習機関、指定技能特例講習実施機
関にご確認ください。

－２－

（※）改正規程とは、平成25年4月12日に改正された車両系建設機械（解体用）運転技能講習規程
（平成２年労働省告示第65号）のことです。



保有している修了証の状況に応じた技能特例講習等の種類は次のとおりです

技
能
特
例

技能講習修了証の保有状況

車両系建設機械(解体用)運転技能講習修了証 鉄骨切断
機等の運
転経験６

有 第１種技能特例講習

第２種技能特例講習無

車両系建設機械（解体用）運転技能講習（国交省資格取得者別）比較表

講
習
等
の
種
類

車両系建設機械(整地等用)運転技能講習修了証

運転技能講習修了証なし

転経験６
カ月以上
(平成25
年７月１
日現在)
の有無

有

無

第３種技能特例講習

改正後 短縮講習

第４種技能特例講習

解体用フルの講習

無

有

車両系建設機械（解体用）運転技能講習（国交省資格取得者別）比較表

建設機械施工技士
の資格と車両系建
設機械（解体用）の
各種技能講習の講

解体用
フルの
講習
（第２

ショベル
系・トラク
ター系以
外
（第 条）

整地・運
搬・積込
み用及び
掘削用（ト
ラクター
系）

解体用
フルの
講習
（第２

ショベ
ル系

改正前　車両系建機（解体用）
技能講習規程

改正後 車両系建機（解体用）
技能講習規程

経過措置　技能特例講習
（労働基準局長通達）

第1種
技能特
例講習

第２種
技能特
例講習

第３種
技能特
例講習

第４種
技能特
例講習

整地・運
搬・積込
み用及び
掘削用（ト
ラクター
系）
（第４条第

ショベル
系
（第４条
第２項）

ショベル
系・トラク
ター系以
外

（第４条

学科講習

講習科目

走行に関する装置の構
造及び取扱いの方法に
関する知識

４時間 免除 免除 免除 ４時間 免除 免除 免除 免除 免除 免除 ２時間

作業に関する装置の構

習科目 条） （第３条） 系）
（第４条）

条）
（第４条第
１項）
（短縮講
習）

第２項）（第４条
第３項）

講習時間 講習時間 講習時間

作業に関する装置の構
造、取扱い方法及び作
業方法に関する知識

４時間 ４時間 １時間 免除 ５時間 ５時間 ２時間 １時間 １時間 １時間 ２時間 2.5時間

運転に必要な一般的事
項に関する知識

２時間 免除 0.5時間 免除 ３時間 0.5時間 0.5時間 0.5時間 0.5時間 0.5時間 0.5時間 1.5時間

関係法令 １時間 免除 0.5時間 免除 １時間 0.5時間 0.5時間 0.5時間 0.5時間 0.5時間 0.5時間 １時間

小       計 １１時間 ４時間 ２時間 ０時間 １３時間 ６時間 ３時間 ２時間 ２時間 ２時間 ３時間 ７時間

実技講習

講習科目

走行の操作 ２０時間 免除 免除 免除 ２０時間 免除 免除 免除 免除 免除 免除 免除

作業のための装置の操
作

４時間 ４時間 １時間 免除 ５時間 ５時間 ２時間 １時間 免除 １時間 免除 免除

小       計 ２４時間 ４時間 １時間 ０時間 ２５時間 ５時間 ２時間 １時間 ０時間 １時間 ０時間 ０時間

合　　　計 ３５時間 ８時間 ３時間 ０時間 ３８時間 １１時間 ５時間 ３時間 ２時間 ３時間 ３時間 ７時間

講習時間 講習時間 講習時間

（注１）表中ｼｮﾍﾞﾙ系は、建設機械施工技術検定の１級合格者でｼｮﾍﾞﾙ系の選択者、２級の第２種合格者、ﾄﾗｸﾀｰ系は１級合格
        者でﾄﾗｸﾀｰ系の選択者、２級の第１、３種合格者、ｼｮﾍﾞﾙ系・ﾄﾗｸﾀｰ系以外は1級合格者でﾄﾗｸﾀｰ系、ｼｮﾍﾞﾙ系を選択しな
        かった者（ﾓｰﾀｰ･ｸﾞﾚｰﾀﾞｰ、締め固め、ほ装用、基礎工事用を選択した者）、２級の第４、５、６種合格者を示します。

（注２）技能特例講習は、平成25年６月から平成27年６月30日までの約２年間実施されます。

（注３）技能特例講習の対象者については、それぞれ第１種は改正前の解体用技能講習修了者で６カ月以上の鉄骨切断機等の
       運転経験者、第２種は改正前の解体用技能講習修了者で６カ月未満の鉄骨切断機等の運転経験者、第３種は整地・運搬・
       積込み用及び掘削用技能講習修了者で６カ月以上の鉄骨切断機等の運転経験者、第４種は６カ月以上の鉄骨切断機等
       の運転経験者が対象です。

－３－



修了した特別教育や実務経験の状況に応じた特別教育は次表を参考にしてください

特
別
教

特別教育等の修了状況

小型車両系建設機械（解体用）に係る特別教育等
３ﾄﾝ未満
の鉄骨切
断機等の

有 第１種技能特例講習に準じた教育

第２種技能特例講習に準じた教育無

小型車両系建設機械（解体用）の運転の業務に係る特別教育比較表

教
育
の
種
類

車両系建設機械（掘削用等用）に係る特別教育等

上記の特別教育等を修了せず

断機等の
運転経験
６カ月以
上(平成25
年７月１日

現在)の有
無

有

無

第３種技能特例講習に準じた教育

新掘削等教育修了者への教育

第４種技能特例講習に準じた教育

新解体用フルの教育

無

有

旧 新
技能特例講習に準じた考え方

での特別教育

第
一
種
技
能
特
例
講
習
に

準
じ
た
教
育

第
二
種
技
能
特
例
講
習
に

準
じ
た
教
育

第
三
種
技
能
特
例
講
習
に

準
じ
た
教
育

第
四
種
技
能
特
例
講
習
に

準
じ
た
教
育

新
整
地
・
運
搬
・
積
込
み

用
及
び
掘
削
用
修
了
者
へ

の
教
育

車両系建設機械（解体用）の特別教育の科目及び範囲

フ
ル
の
教
育

整
地
・
運
搬
・
積
込
み
用

及
び
掘
削
用
修
了
者
へ
の

教
育

新
解
体
用
フ
ル
の
教
育

（
第
１
１
条
の
３

）

学科教育

科目 範　　囲 教育時間 教育時間 教育時間
教育時間

目安
教育時間

目安
教育時間

目安
教育時間

目安
教育時間

目安

小型車両系建設機
械（解体用）の走行
に関する装置の構
造及び取扱いの方
法に関する知識

小型車両系建設機械（解体用）の
①原動機
②動力伝達装置
③走行装置
④かじ取り装置
⑤ブレーキ
⑥電気装置
⑦警報装置
⑧走行に関する附属装置　の構造及び取
扱いの方法

２時間 規定なし ２時間 省略可 省略可 省略可 省略可 １時間

①小型車両系建設機械（解体用）の種類及
小型車両系建設機
械（解体用）の作業
に関する装置の構
造、取扱い方法及び
作業方法に関する
知識

①小型車両系建設機械（解体用）の種類及
び用途
②作業装置及び作業に関する附属装置の
構造及び取扱いの方法
③小型車両系建設機械（解体用）による一
般的作業方法

２時間 規定なし
２．５時間

（＋０．５時
間）

１時間 ０．５時間 ０．５時間 １時間 ２時間

小型車両系建設機
械（解体用）の運転
に必要な一般的事
項に関する知識

①小型車両系建設機械（解体用）の運転に
必要な力学
②コンクリート造、鉄骨造又は木造の工作
物等の種類及び構造
③土木施工→建設施工の方法

１時間 規定なし
１．５時間

（+0.5時間）
０．５時間 ０．５時間 ０．５時間 ０．５時間 １時間

関係法令
　労働安全衛生法、労働安全衛生法施行
令 び労 安全衛 規 条

１時間 規定なし １時間 ０ ５時間 ０ ５時間 ０ ５時間 ０ ５時間 ０ ５時間関係法令
令及び労働安全衛生規則中の関係条項

１時間 規定なし １時間 ０．５時間 ０．５時間 ０．５時間 ０．５時間 ０．５時間

６時間 規定なし
７時間

（＋１時間）
２．０時間 １．５時間 １．５時間 ２．０時間 ４．５時間

実技教育

科目 範　　囲 講習時間 講習時間 講習時間 講習時間 講習時間 講習時間 講習時間 講習時間

小型車両系建設機
械（解体用）の走行
の操作

基本操作
定められたコースによる基本走行及び応用
走行

４時間 規定なし ４時間 省略可 省略可 省略可 省略可 省略可

小型車両系建設機
械（解体用）の作業
のための装置の操

基本操作
定められた方法による基本施工及び応用施
工

２時間 規定なし
３時間

（＋１時間）
１時間 省略可 １時間 省略可 省略可

作
工

６時間 規定なし
７時間

（＋１時間）
１時間 ０時間 １時間 ０時間 ０時間

１２時間 規定なし
１４時間

（＋２時間）
３．０時間 １．５時間 ２．５時間 ２．０時間 ４．５時間合　　　計

(注）
　ブレーカに係る特別教育を受けた者のうち6ヶ月の鉄骨切断機等運転経験ありが第1種、なしが第2種、整地・運搬・積込み用及び掘削用の特別教育を受け
た者のうち６ヶ月の経験ありが第3種、何も受けていないが6ヶ月の経験ありが第４種
　事業者は教育科目の全部又は一部について十分な知識及び技能を有していると認められる労働者については、当該科目についての特別教育を省略する
ことができる。

－４－



貴事業場は、鉄骨切断機等の運転者に
技能特例講習を受講させていますか？
－猶予措置は平成26年６月30日までです－

鉄骨切断機等を使用して解体工事等を実施される事業者の皆様へ

－猶予措置は平成26年６月30日までです－

ブレーカの技能講習を修了された方や鉄骨切断機等の運転業務
従事経験が６カ月以上の方は、平成25年７月１日の改正労働安全
衛生規則の施行後、１年間は引き続き鉄骨切断機等の運転の業務
に従事することができます。ただし、この猶予措置は平成26年６
月30日までで、平成26年７月１日以降は、技能特例講習を修了し
ないと鉄骨切断機等の運転の業務に就くことができなくなります。

７月の直前は指定機関に受講希望者が集中して受講したくても
受講できず、７月以降、鉄骨切断機等の運転業務に就かせること
が 事 障が ず も考ができなくなり、事業に支障が生ずることも考えられます。

次のページを参照し、貴事業場の従業員がどの講習を受ければ
良いか確認して、できるだけ早く技能特例講習を受講させてくだ
さい。

なお、機体重量３トン未満の鉄骨切断機等を運転させるには特
別教育を実施することが必要です。これも次のページで確認して、
無資格で運転させることのないようにしましょう。

鉄⾻切断機 コンクリート圧砕機 解体⽤つかみ機

今般、規制対象となった解体用機械は次のとおりです。

鉄⾻切断機 コンクリ ト圧砕機 解体⽤つかみ機

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署
－１－



技能特例講習の受講はお済みですか？
－猶予措置は平成26年６月30日までです－

鉄骨切断機等を使用して作業を行う皆様へ

ブレーカの技能講習を修了された方や鉄骨切断機等の運
転業務従事経験が６カ月以上の方は、平成25年７月１日の
改正労働安全衛生規則の施行後、１年間は引き続き鉄骨切
断機等の運転の業務に従事することができます ただし断機等の運転の業務に従事することができます。ただし、
この猶予措置は平成26年６月30日までで、平成26年７月１
日以降は、技能特例講習を修了しないと鉄骨切断機等の運
転の業務に就くことができなくなります。

７月の直前は指定機関に受講希望者が集中して受講した
くても受講できず ７月以降の鉄骨切断機等の運転業務にくても受講できず、７月以降の鉄骨切断機等の運転業務に
就けなくなり、業務に支障が生ずることも考えられます。

次のページを参照し、自分がどの講習を受ければ良いか
確認して、できるだけ早く技能特例講習を受講しましょう。

なお、機体重量３トン未満の鉄骨切断機等の運転には特
別教育を受講することが必要です これも次のペ ジで確別教育を受講することが必要です。これも次のページで確
認して、無資格で運転することのないようにしましょう。

鉄⾻切断機 コンクリート圧砕機 解体⽤つかみ機

今般、規制対象となった解体用機械は次のとおりです。

鉄⾻切断機 コンクリ ト圧砕機 解体⽤つかみ機

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署
－１－


